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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板と、
　第１の導電層、第２の導電層、及び前記第１の導電層と前記第２の導電層とに挟持され
た誘電体層を有するアンテナと、
　半導体基板を用いて形成された電界効果トランジスタを有するチップと、
　前記基板と前記アンテナとを電気的に接続する第３の導電層と、
　前記基板と前記チップとを電気的に接続する第４の導電層と、
　センサ装置と、
　前記基板と前記センサ装置とを電気的に接続する第５の導電層と、を有し、
　前記アンテナと前記チップとは前記第３の導電層及び前記第４の導電層を介して電気的
に接続されていることを特徴とする無線チップ。
【請求項２】
　請求項１において、
　電池と、
　前記基板と前記電池とを電気的に接続する第６の導電層と、を有することを特徴とする
無線チップ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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本発明は、無線通信によりデータを交信することができる無線チップ及び無線チップを有
する電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、複数の回路及びアンテナで構成される無線チップの開発が進められている。この
ような無線チップは、ＩＤタグ、ＩＣタグ、ＩＣチップ、ＲＦ（Ｒａｄｉｏ　Ｆｒｅｑｕ
ｅｎｃｙ）タグ、無線タグ、電子タグ、ＲＦＩＤ（Ｒａｄｉｏ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｉ
ｄｅｎｔｉｆｉｃａｔｉｏｎ）タグとよばれ、既に一部の市場で導入されている。
【０００３】
現在実用化されているこれらの無線チップの多くは、シリコン等の半導体基板を用いた回
路（ＩＣ（Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）チップとも呼ばれる）とアンテナと
を有する。当該アンテナは、印刷法、導電性薄膜をエッチングする方法、メッキ方式等の
手法により形成されている（例えば、特許文献１参照。）。
【特許文献１】特開平９－１９７０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記手法により形成されるアンテナは、薄膜又は厚膜である。紙やプラスチックなどの
フレキシブルな素材に取り付けられたアンテナは、折れや曲げに弱くアンテナの一部が断
線しやすい。また、このようなアンテナを有する無線チップは、耐久性が低いという問題
がある。
【０００５】
　本発明は上述した問題を鑑み、機械的強度を高めることができる無線チップを提供する
。また、耐久性の高い無線チップを提供する。さらには、無線チップを有する物品の提供
を課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
本発明の一は、電界効果トランジスタを有するチップと、誘電体層及び当該誘電体層を挟
持する複数の導電層を有するアンテナと、チップ及びアンテナを接続する導電層とを有す
る無線チップである。
【０００７】
また、本発明の一は、電界効果トランジスタを有するチップと、誘電体層及び当該誘電体
層を挟持する複数の導電層を有するアンテナと、センサ装置と、チップ及びアンテナを接
続する導電層と、チップ及びセンサ装置を接続する導電層とを有する無線チップである。
なお、チップ、アンテナ、及びセンサ装置は、配線基板に実装されている。さらには、チ
ップ及びセンサ装置は、配線基板においてアンテナの反対側に実装されている。
【０００８】
また、本発明の一は、電界効果トランジスタを有するチップと、誘電体層及び当該誘電体
層を挟持する複数の導電層を有するアンテナと、電池と、チップ及びアンテナを接続する
導電層と、チップ及び電池を接続する導電層とを有する無線チップである。なお、チップ
、アンテナ、及び電池は、配線基板に実装されている。さらには、チップ及び電池は、配
線基板においてアンテナの反対側に実装されている。
【０００９】
また、本発明の一は、電界効果トランジスタを有するチップと、誘電体層及び当該誘電体
層を挟持する複数の導電層を有するアンテナと、電池と、センサ装置と、チップ及びアン
テナを接続する導電層と、チップ及び電池を接続する導電層と、チップ及びセンサ装置を
接続する導電層とを有する無線チップである。なお、チップ、アンテナ、センサ装置、及
び電池は、配線基板に実装されている。さらには、チップ、センサ装置、及び電池は、配
線基板においてアンテナの反対側に実装されている。
【００１０】
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　なお、アンテナにおいて誘電体層を挟持する複数の導電層は、それぞれ放射電極及び接
地体として機能する。
【００１１】
また、アンテナの誘電体層は、セラミックス又は有機樹脂、セラミックスと有機樹脂の混
合物で形成される。セラミックスの代表例としては、アルミナ、ガラス、フォルステライ
ト、チタン酸バリウム、チタン酸鉛、チタン酸ストロンチウム、ジルコン酸鉛、二オブ酸
リチウム、及びチタン酸ジルコン鉛が挙げられる。また、誘電体層の代表例としては、エ
ポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリブタジエン樹脂、ビスマレイミドトリアジン樹脂、ビ
ニルベンジル、及びポリフマレートが挙げられる。
【００１２】
また、本発明の一は、上記無線チップを有する電子機器である。電子機器の代表例として
は、液晶表示装置、ＥＬ表示装置、テレビジョン装置、携帯電話、プリンター、カメラ、
パーソナルコンピュータ、スピーカ装置、ヘッドホン、ナビゲーション装置、ＥＴＣ用車
載器、及び電子鍵等が挙げられる。
【発明の効果】
【００１３】
また、パッチアンテナは機械強度が高いため、繰り返し使用することが可能である。よっ
て、耐久性が高く、リターナブル容器のようにリサイクル可能な容器に設けることが可能
である。
【００１４】
また、センサ装置を有する無線チップは、センサ装置で検知した情報を、リーダライタを
用いて読み出すことが可能である。このため、物品の品質情報や保管状況を管理すること
が可能である。
【００１５】
また、電池を有する無線チップは、自発的にリーダライタへ信号を送信することが可能で
ある。また、リーダライタとの通信距離を長くすることが可能である。
【００１６】
また、電池及びセンサ装置を有する無線チップは、センサ装置で検知した情報を自発的に
外部に送信することが可能である。このため、検知した情報をリアルタイムでデータベー
スに蓄積することが可能である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
以下に、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。
但し、本発明は多くの異なる態様で実施することが可能であり、本発明の趣旨及びその範
囲から逸脱することなくその形態及び詳細を様々に変更し得ることは当業者であれば容易
に理解される。従って、本実施の形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。な
お、実施の形態を説明するための全図において、同一部分又は同様な機能を有する部分に
は同一の符号を付し、その繰り返しの説明は省略する。
【００１８】
（実施の形態１）
本発明の無線チップの一実施の形態を図１に示す。図１は無線チップの断面図である。
【００１９】
本実施の形態の無線チップは、電界効果トランジスタを有するチップ１０１と、アンテナ
（以下、パッチアンテナ１０３と示す。）とが導電層１０２ａ、１０２ｂによって接続さ
れる。具体的には、電界効果トランジスタを有するチップ１０１表面に形成される接続端
子１０４ａとパッチアンテナの給電体層１１３とが導電層１０２ａで接続され、電界効果
トランジスタを有するチップ１０１表面に形成される接続端子１０４ｂと、パッチアンテ
ナの接地体として機能する導電層１１２とが導電層１０２ｂにより接続される。また、パ
ッチアンテナ１０３と電界効果トランジスタを有するチップ１０１との接続部分は、アン
ダーフィル１０４で充填されてもよい。
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【００２０】
パッチアンテナ１０３は、誘電体層１１０と、誘電体層１１０の一表面に形成される第１
の導電層１１１と、誘電体層１１０を介して第１の導電層１１１に対向し、且つ誘電体層
１１０の他表面に形成される第２の導電層１１２と、給電体層１１３とを有する。第１の
導電層１１１は、放射電極として機能する。また、第２の導電層１１２は接地体として機
能する。給電体層１１３は、第１の導電層１１１と第２の導電層１１２と接触しないよう
に設けられている。また、給電体層１１３を介して、パッチアンテナから電界効果トラン
ジスタを有するチップ、又は電界効果トランジスタを有するチップからパッチアンテナへ
給電が行われる。なお、給電体層１１３の代わりに給電点を用いて給電を行ってもよい。
【００２１】
ここで、パッチアンテナの構造について説明する。
【００２２】
パッチアンテナの誘電体層１１０は、セラミックス、有機樹脂、又はセラミックスと有機
樹脂の混合物等で形成することができる。セラミックスの代表例としては、アルミナ、ガ
ラス、フォルステライト等が挙げられる。さらには、複数のセラミックスを混合して用い
てもよい。また、高い誘電率を得るためには、誘電体層１１０を、強誘電体材料で形成す
ることが好ましい。強誘電体材料の代表例としては、チタン酸バリウム（ＢａＴｉＯ３）
、チタン酸鉛（ＰｂＴｉＯ３）、チタン酸ストロンチウム（ＳｒＴｉＯ３）、ジルコン酸
鉛（ＰｂＺｒＯ３）、二オブ酸リチウム（ＬｉＮｂＯ３）、チタン酸ジルコン鉛（ＰＺＴ
）等が挙げられる。さらには、複数の強誘電体材料を混合して用いてもよい。
【００２３】
また、有機樹脂としては、熱硬化性樹脂又は熱可塑性樹脂を適宜用いる。有機樹脂の代表
例としては、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリブタジエン樹脂、ＢＴレジン、ビニル
ベンジル、ポリフマレート、フッ化樹脂等の樹脂材料を用いることができる。さらには、
複数の有機樹脂材料を混合して用いてもよい。
【００２４】
誘電体層１１０がセラミックスと有機樹脂の混合物で形成される場合、粒子状のセラミッ
クスの粒子を有機樹脂に分散させて形成することが好ましい。このとき、誘電体層１１０
に対して粒子状のセラミックスの含有量は、２０体積％以上６０体積％以下が好ましい。
また、セラミックスの粒径は１～５０μｍが好ましい。
【００２５】
誘電体層１１０の比誘電率は２．６～１５０、好ましくは、２．６～４０であることが望
ましい。比誘電率の高い強誘電体材料を用いることで、パッチアンテナの容積を小さくす
ることが可能である。
【００２６】
パッチアンテナの第１の導電層１１１、第２の導電層１１２、給電体層１１３は、金、銀
、銅、パラジウム、白金、アルミニウムから選ばれる金属、又は合金等を用いることがで
きる。また、パッチアンテナの第１の導電層１１１、第２の導電層１１２、給電体層１１
３は、印刷法、メッキ法を用いて形成することができる。また、誘電体層に蒸着法、スパ
ッタリング法等で導電膜を成膜した後、導電膜の一部分をエッチングして各導電層を形成
することができる。
【００２７】
パッチアンテナ１０３の平面面積としては、数ｍｍ×数ｍｍ～数十ｍｍ×数十ｍｍである
ことが好ましい。代表的には、７ｍｍ×７ｍｍ～１２ｍｍ×１２ｍｍである。また、パッ
チアンテナの厚さは、１ｍｍ～１５ｍｍ、代表的には１．５ｍｍ～５ｍｍである。また、
パッチアンテナの形状は、平面が矩形の平板体が好ましいがこれに限定されるものではな
い。平面が円形の平板体を用いることも可能である。なお、ここでいう平面とは、放射電
極として機能する第１の導電層または接地体として機能する第２の導電層が形成されてい
る面である。
【００２８】
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パッチアンテナの構造について図５を用いて説明する。
【００２９】
図５（Ａ）は、放射電極として機能する第１の導電層２０２と、誘電体層２０１と、接地
体として機能する第２の導電層２０３と、給電点２０４と、第１の導電層２０２、誘電体
層２０１、及び第２の導電層２０３に設けられたスルーホールに形成され、且つ給電点２
０４に接続する給電体を有するパッチアンテナである。なお、給電体は、給電点２０４に
おいて第１の導電層２０２と接続するが、第２の導電層２０３とは接続しない。放射電極
として機能する第１の導電層２０２が、円形であり、且つ点対称となる２つの領域におい
て、縮退分子素子２０５がある場合、円偏波のアンテナとなる。また、第１の導電層２０
２が円形の場合、パッチアンテナは直偏波のアンテナとなる。
【００３０】
図５（Ｂ）は、放射電極として機能する第１の導電層２１２と、誘電体層２１１と、接地
体として機能する第２の導電層２１３と、給電点２１４と、第１の導電層２１２、誘電体
層２１１、及び第２の導電層２１３に設けられたスルーホールに形成され、且つ給電点２
１４に接続する給電体を有するパッチアンテナである。なお、給電体は、給電点２１４に
おいて第１の導電層２１２と接続するが、第２の導電層２１３とは接続しない。放射電極
として機能する第１の導電層２１２は、矩形であり、且つ点対称となる２つの角部におい
て、縮退分子素子２１５がある場合、円偏波のパッチアンテナとなる。また、第１の導電
層２１２が矩形の場合、パッチアンテナは直偏波のパッチアンテナとなる。
【００３１】
図５（Ｃ）は、放射電極として機能する第１の導電層２２２と、誘電体層２２１と、接地
体として機能する第２の導電層２２３と、給電体層２２４とを有するパッチアンテナであ
る。放射電極として機能する第１の導電層２２２は、矩形であり、且つ点対称となる２つ
の角部において、縮退分子素子２２５を有する円偏波のパッチアンテナである。また、第
１の導電層２２２が縮退分子素子２２５を有さない矩形の場合、パッチアンテナは直偏波
のパッチアンテナとなる。放射電極として機能する第１の導電層２２２と給電体層２２４
とは、ギャップを介して容量的に結合されている。また、給電体層２２４は誘電体層の側
面に形成されているため、表面実装が可能である。
【００３２】
図５（Ａ）～図５（Ｃ）に示すパッチアンテナは、誘電体層２０１、２１１、２２１の一
方の面に接地体として機能する第２の導電層２０３、２１３、２２３が設けられているた
め、第１の導電層２０２、２１２、２２２側に指向性を有し、第１の導電層側に電波を放
射する。
【００３３】
図５（Ｄ）は、放射電極として機能する第１の導電層２４２と、誘電体層２４１と、接地
体として機能する第２の導電層２４３と、給電体層２４４とを有するパッチアンテナであ
る。また、図５（Ｄ）に示すように、第１の導電層２４２において、対角線上に直交スリ
ットが形成されている。すなわち、放射電極として機能する第１の導電層２４２には、十
字の切欠きが設けられている。このため、誘電体層２４１が十字に露出している。放射電
極として機能する第１の導電層２４２と給電体層２４４とは、ギャップを介して容量的に
結合されている。このような形状のパッチアンテナの代表例としては、ＣＡＢＰＢ１２４
０、ＣＡＢＰＢ０７３０、ＣＡＢＰＢ０７１５（ＴＤＫ製）が挙げられる。また、給電体
層２４４は誘電体層２４１の側面に形成されているため、表面実装が可能である。このよ
うな構造のパッチアンテナは、放射電極として機能する第１の導電層２４２の直交スリッ
トにより無指向性であるため、全方向へ電波を放射することが可能である。このため、実
装場所や設置角度を選ばなくとも良い。このため、電子機器の設計の自由度を広げること
が可能である。
【００３４】
また、図５に示すパッチアンテナ以外にも公知のパッチアンテナを用いることが可能であ
る。
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【００３５】
特に、円偏波のパッチアンテナを用いることで、ＧＰＳ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｐｏｓｉｔｉｏ
ｎｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ（１．５ＧＨｚ））、衛星デジタル放送（２．６ＧＨｚ）等の衛
星送受信、無線ＬＡＮ（Ｌｏｃａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）（２．４ＧＨｚ、５．
２ＧＨｚ）、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（商標）（２．４ＧＨｚ）、ＵＷＢ（Ｕｌｔｒａ　Ｗｉ
ｄｅ　Ｂａｎｄ：超広帯域無線）（３～１０ＧＨｚ）等のＰＡＮ（パーソナルエリアネッ
トワーク）の送受信、第３世代のデータ通信、パケット通信等の送受信を行うことができ
る。
【００３６】
次に、電界効果トランジスタを有するチップ１０１について、図４を用いて説明する。
【００３７】
　図４は電界効果トランジスタを有するチップ１０１の一部の断面図であり、基板５００
に素子分離領域５０１ａ～５０１ｅが形成され、素子分離領域５０１ａ～５０１ｅそれぞ
れの間に電界効果トランジスタ５０２が形成される。
【００３８】
電界効果トランジスタ５０２は、単結晶半導体基板上に形成されるゲート絶縁膜５０３、
ゲート絶縁膜上に形成されるゲート電極５０４、単結晶半導体基板におけるソース領域及
びドレイン領域５０５ａ、５０５ｂ、ゲート電極上に形成される層間絶縁層５０８、ソー
ス領域及びドレイン領域５０５ａ、５０５ｂに接続されるソース配線及びドレイン配線５
０９ａ、５０９ｂを有する。なお、ゲート電極５０４及びゲート絶縁膜５０３の側壁に形
成されるサイドウォール５０７ａ、５０７ｂや、単結晶半導体基板においてサイドウォー
ル５０７ａ、５０７ｂに覆われる低濃度不純物領域５０６ａ、５０６ｂを有してもよい。
【００３９】
基板５００は、単結晶半導体基板又は化合物半導体基板であり、代表的には、ｎ型または
ｐ型の単結晶シリコン基板、ＧａＡｓ基板、ＩｎＰ基板、ＧａＮ基板、ＳｉＣ基板、サフ
ァイヤ基板、又はＺｎＳｅ基板等が挙げられる。また、ＳＯＩ基板（Ｓｉｌｉｃｏｎ　Ｏ
ｎ　Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ）を用いこともできる。本実施形態では、基板５００として、ｎ
型単結晶シリコン基板を用いる。
【００４０】
素子分離領域５０１ａ～５０１ｅは、公知の選択酸化法（ＬＯＣＯＳ（Ｌｏｃａｌ　Ｏｘ
ｉｄａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｓｉｌｉｃｏｎ）法）又はトレンチ分離法等を適宜用いて形成す
ることができる。ここでは、素子分離領域５０１ａ～５０１ｅとしては、トレンチ分離法
により酸化珪素層が形成される。
【００４１】
ゲート絶縁膜５０３は、単結晶半導体基板を熱酸化して形成される。ゲート電極５０４は
、厚さ１００～３００ｎｍの多結晶シリコン層や、多結晶シリコン層上にタングステンシ
リサイド層、モリブデンシリサイド層、コバルトシリサイド層等のシリサイド層を設けた
積層構造とすることができる。更には、多結晶シリコン層上に窒化タングステン層及びタ
ングステン層を積層して形成しても良い。
【００４２】
　ソース領域及びドレイン領域５０５ａ、５０５ｂは、ｐウェル領域にリンが添加された
ｎ＋領域やｎウェル領域にボロンが添加されたｐ＋領域を用いることができる。また、低
濃度不純物領域５０６ａ、５０６ｂは、ｐウェル領域にリンが添加されたｎ－領域やｎウ
ェル領域にボロンが添加されたｐ－領域を用いることができる。ここでは、ｎ型単結晶シ
リコン基板を用いているため、ボロンを基板に添加してｐ＋領域からなるソース領域及び
ドレイン領域、ｐ－領域からなる低濃度不純物領域が形成される。なお、ソース領域及び
ドレイン領域５０５ａ、５０５ｂに、マンガンシリサイド、タングステンシリサイド、チ
タンシリサイド、コバルトシリサイド、ニッケルシリサイド等のシリサイドを有しても良
い。シリサイドをソース領域及びドレイン領域表面に有することにより、ソース配線及び
ドレイン配線とソース領域及びドレイン領域との接続抵抗を下げることが可能である。
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【００４３】
　サイドウォール５０７ａ、５０７ｂは、基板上にＣＶＤ法により酸化珪素で形成される
絶縁層を形成し、該絶縁層をＲＩＥ（Ｒｅａｃｔｉｖｅ　ｉｏｎ　ｅｔｃｈｉｎｇ：反応
性イオンエッチング）法により異方性エッチングすることで形成できる。
【００４４】
層間絶縁層５０８は、酸化シリコン及び酸化窒化シリコンなどの無機絶縁材料、又はアク
リル樹脂及びポリイミド樹脂などの有機絶縁材料で形成する。スピン塗布やロールコータ
ーなど塗布法を用いる場合には、有機溶媒中に溶かされた絶縁膜材料を塗布した後、熱処
理により絶縁層を形成される酸化シリコンを用いることもできる。ここでは、層間絶縁層
５０８は酸化珪素を用いて形成する。
【００４５】
　ソース配線及びドレイン配線５０９ａ、５０９ｂは、チタン（Ｔｉ）とアルミニウム（
Ａｌ）の積層構造、モリブデン（Ｍｏ）とアルミニウム（Ａｌ）との積層構造など、アル
ミニウム（Ａｌ）のような低抵抗材料と、チタン（Ｔｉ）やモリブデン（Ｍｏ）などの高
融点金属材料を用いたバリアメタルとの組み合わせで形成することが好ましい。
【００４６】
なお、電界効果トランジスタを有するチップ１０１は、電界効果トランジスタの他に抵抗
素子、コンデンサ等を有してもよい。
【００４７】
　また、層間絶縁層５０８及びソース配線及びドレイン配線５０９ａ、５０９ｂ上に層間
絶縁層５１１が形成される。層間絶縁層５１１は層間絶縁層５０８と同様に形成される。
また、層間絶縁層５０８上には、電界効果トランジスタ５０２に接続する接続端子５１２
、５１３を有する。
【００４８】
　また、接続端子５１２、５１３の一部及び層間絶縁層５１１を覆う絶縁層５１４が形成
されてもよい。絶縁層５１４は、保護層として機能するため、窒化珪素、酸化珪素、窒化
酸化珪素、酸化窒化珪素、ＤＬＣ（ダイヤモンドライクカーボン）等で形成されることが
好ましい。
【００４９】
　パッチアンテナ１０３と電界効果トランジスタを有するチップ１０１とを接続する導電
層１０２ａ、１０２ｂは、バンプ、導電性ペースト、異方性導電接着剤、異方性導電膜等
で形成される。また、パンプ及び導電性ペーストを用いてもよい。さらには、バンプ及び
異方性導電接着剤、バンプ及び異方性導電膜を用いてもよい。これらの場合、バンプ及び
導電性粒子により、導電層と接続端子が接続される。
【００５０】
　　異方性導電膜及び異方性導電接着剤は、粒径数ｎｍ～数μｍ程度の導電性粒子が分散
された接着性の有機樹脂であり、有機樹脂としてエポキシ樹脂、フェノール樹脂等が挙げ
られる。また、導電性粒子は、金、銀、銅、パラジウム、又は白金から選ばれた一元素、
若しくは複数の元素で形成される。また、これらの元素の多層構造を有する粒子でも良い
。更には、樹脂で形成された粒子の表面に、金、銀、銅、パラジウム、又は白金から選ば
れた一金属、若しくは複数の金属で形成される薄膜がコーティングされた導電性粒子を用
いてもよい。
【００５１】
　　アンダーフィル１０４は、電界効果トランジスタを有するチップ１０１とパッチアン
テナ１０３の接続部の補強や外部からの水分の浸入保護等の機能を有するものであり、エ
ポキシ樹脂、アクリル樹脂、ポリイミド樹脂等を用いて形成される。
【００５２】
　次に、図６を用いて、本実施形態で示す無線チップ９００の構成を示す。本実施形態の
無線チップ９００は、電界効果トランジスタを有するチップ９０１、及びアンテナ９０２
を有する。
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【００５３】
　　電界効果トランジスタを有するチップ９０１は、演算処理回路部９０３、メモリ部９
０４、通信回路部９０５、電源回路部９０７を備える。メモリ部９０４は、読み出し専用
メモリや、書き換え可能メモリの一方若しくは双方を備えている。メモリ部９０４は、ス
タティックＲＡＭ（Ｓｔａｔｉｃ　ＲＡＭ）、ＥＥＰＲＯＭ（Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ
　Ｅｒａｓａｂｌｅ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｒｅａｄ－Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）
、フラッシュメモリ、有機メモリから選択される１つ又は複数で構成することで、アンテ
ナ９０２を経由して受信した外部からの情報を随時記録することができる。
【００５４】
なお、有機メモリとは、一対の電極間に有機化合物を有する層を挟んで設けたものをいう
。また、有機メモリとは、一対の電極間に有機化合物と無機化合物との混合層を設けたも
のをいう。有機化合物の代表例としては、電圧印加や光が照射されることにより、結晶状
態や導電性、形状が変化する物質が挙げられる。代表的には、光を吸収することによって
酸を発生する化合物（光酸発生剤）をドープした共役高分子、正孔輸送性を有する有機化
合物、又は電子輸送性を有する有機化合物を用いることができる。
【００５５】
　有機メモリは、小型化、薄膜化および大容量化を同時に実現することができるため、メ
モリ部９０４を有機メモリで設けることにより、無線チップの小型化、軽量化を達成する
ことができる。
【００５６】
　なお、メモリ部９０４の構成を逐次書き込みを可能とするとともに、データが消失しな
いフローティングゲート構造の記憶素子で構成してもよい。特に、フローティングゲート
構造の記憶素子であって、一度だけ書き込み可能な記憶素子を適用することが可能であり
、機能を単純化することにより、無線チップを小型化することができる。また、省電力化
することができる。
【００５７】
　通信回路部９０５は、それぞれ復調回路９１２、変調回路９１３を含んでいる。復調回
路９１２は、それぞれアンテナ９０２を経由して入力される信号を復調して、演算処理回
路部９０３に出力する。信号には、メモリ部９０４に記憶させる情報を含んでいる。また
、メモリ部９０４から読み出された情報は、演算処理回路部９０３を通して、それぞれ変
調回路９１３に出力される。変調回路９１３は、この信号を無線通信可能な信号に変調し
て、それぞれアンテナ９０２を介して外部装置に出力する。
【００５８】
　演算処理回路部９０３、メモリ部９０４及び通信回路部９０５を動作させるのに必要な
電力は、アンテナ９０２を介して供給される。
【００５９】
　アンテナ９０２は、リーダ／ライタと呼ばれる外部装置から供給される電磁波を受信し
て、必要な電力を電源回路部９０７で発生させている。アンテナ９０２は通信する周波数
帯に応じて適宜設計すれば良い。電磁波の周波数帯は、３０～１３５ｋＨｚまでの長波帯
、６～６０ＭＨｚ（代表的には１３．５６ＭＨｚ）の短波帯、４００～９５０ＭＨｚの超
短波帯、２～２５ＧＨｚのマイクロ波帯などを使用することができる。長波帯や短波帯の
アンテナは、ループアンテナによる電磁誘導を利用したものが利用される。その他に相互
誘導作用（電磁結合方式）又は静電気による誘導作用（静電結合方式）を利用したもので
あっても良い。電力は電源回路部９０７で生成する。アンテナ９０２はデータ通信用アン
テナと、電力供給用アンテナを分離して設けても良い。
【００６０】
　図６に示すアンテナ９０２に図１に示すパッチアンテナ１０３を用い、図６に示す電界
効果トランジスタを有するチップ９０１に図１に示す電界効果トランジスタを有するチッ
プ１０１を用いることができる。この結果、無線チップの耐久性が高まる。
【００６１】



(9) JP 4809704 B2 2011.11.9

10

20

30

40

50

（実施の形態２）
本発明の無線チップの一実施の形態を図２に示す。図２は無線チップの断面図である。本
実施の形態では、電界効果トランジスタを有するチップと、パッチアンテナと、センサ装
置とを有する無線チップの構造について説明する。
【００６２】
本実施の形態の無線チップは、電界効果トランジスタを有するチップ１０１が、配線基板
１２１に実装される。具体的には、電界効果トランジスタを有するチップ１０１表面に形
成される接続端子１０４ａ～１０４ｃと、配線基板１２１上に形成される接続端子１２５
ａ～１２５ｃとがそれぞれ導電層１０２ａ～１０２ｃで接続される。
【００６３】
また、センサ装置１２２が配線基板１２１に実装される。具体的には、センサ装置１２２
表面に形成される接続端子１２６と、配線基板１２１上に形成される接続端子１２７と導
電層１２９で接続される。
【００６４】
なお、配線基板１２１上に形成される接続端子１２５ａ～１２５ｃと、接続端子１２７と
は、配線基板１２１に形成される配線や、ビアーホール、スルーホール等に形成される導
電層で接続される。即ち、電界効果トランジスタを有するチップ１０１とセンサ装置１２
２とが電気的に接続される。
【００６５】
また、パッチアンテナ１０３は配線基板１２１に実装される。具体的には、パッチアンテ
ナ１０３の給電体層１１３と配線基板１２１上に形成される接続端子１２３ａとが、導電
層１２４ａで接続され、パッチアンテナの接地体として機能する導電層１１２と配線基板
上に形成される接続端子１２３ｂとが導電層１２４ｂにより接続される。
【００６６】
また、接続端子１２３ａと接続端子１２５ａとは、図示しないが配線基板１２１のビアー
ホール、スルーホール等に形成される導電層で接続される。また、接続端子１２３ｂと接
続端子１２５ｂとは、同様に配線基板１２１のビアーホール、スルーホール等に形成され
る導電層で接続される。即ち、電界効果トランジスタを有するチップ１０１とパッチアン
テナ１０３とが電気的に接続される。
【００６７】
ここでは、パッチアンテナ１０３と電界効果トランジスタを有するチップ１０１とは、配
線基板１２１の反対側に実装されている。このため、接続端子１２３ａ、１２３ｂは、配
線基板１２１の一方の面に形成され、接続端子１２５ａ、１２５ｂは配線基板１２１の他
方の面に形成されている。しかしながら、接続端子１２３ａ、１２３ｂ及び接続端子１２
５ａ、１２５ｂを配線基板１２１の一方の面に形成し、パッチアンテナ１０３と電界効果
トランジスタを有するチップ１０１とを、配線基板の一方の面の上に実装してもよい。
【００６８】
配線基板１２１は、板状の基板や可撓性基板であり、且つ基板内に複数の配線層を有する
多層配線基板を用いる。硬質な配線基板としては、ガラスエポキシ樹脂、セラミックス、
アルミナ、窒化アルミナ等を用いて形成される基板が挙げられる。可撓性を有する配線基
板としては、代表的にはＴＡＢ（Ｔａｐｅ　Ａｕｔｏｍａｔｅｄ　Ｂｏｎｄｉｎｇ）基板
やＦＰＣ（フレキシブルプリント基板）等のポリイミドで形成される基板が挙げられる。
【００６９】
配線基板１２１上に形成される接続端子１２３ａ、１２３ｂ、１２５ａ～１２５ｃ、１２
７は、銅、金などを用いて形成される。また、それぞれの接続端子は、配線基板１２１表
面及び内部に形成される配線と接続されている。
【００７０】
また、パッチアンテナ１０３と配線基板１２１との接続部分、電界効果トランジスタを有
するチップ１０１と配線基板１２１との接続部分、センサ装置１２２と配線基板１２１と
の接続部分は、アンダーフィル１１４～１１６で充填されてもよい。
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【００７１】
導電層１０２ｃ、１２４ａ～１２４ｂ、１２９は、実施の形態１に示す導電層１０２ａ、
１０２ｂと同様に形成される。また、アンダーフィル１１４～１１６は、実施の形態１の
アンダーフィル１０４と同様に形成される。
【００７２】
ここで、本発明の無線チップの構成について、図７を参照して説明する。本実施の形態の
無線チップは、実施の形態１で示す無線チップに加え、バス９１０を介して演算処理回路
部９０３に接続するセンサ装置９０８を有する。また、センサ装置９０８は、センサ素子
９０６及びセンサ回路９０９を有する。
【００７３】
センサ装置は、温度、圧力、流量、光、磁気、音波、加速度、湿度、気体成分、液体成分
、その他の特性を物理的又は化学的手段により検出することができる装置を用いる。セン
サ装置９０８は、センサ素子９０６とそれを制御するセンサ回路９０９が含まれている。
センサ素子９０６は低抵抗素子、容量結合素子、誘導結合素子、光起電力素子、光電変換
素子、熱起電力素子、トランジスタ、サーミスタ、ダイオード、静電容量型素子、圧電素
子などの素子で形成される。なお、センサ素子９０６は複数設けてもよく、この場合、複
数の物理量または化学量を同時に検出することが可能である。
【００７４】
また、ここでいう物理量とは、温度、圧力、流量、光、磁気、音波、加速度、湿度等を指
し、化学量とは、ガス等の気体成分やイオン等の液体に含まれる成分等の化学物質等を指
す。化学量としては、他にも、血液、汗、尿等に含まれる特定の生体物質（例えば、血液
中に含まれる血糖値等）等の有機化合物も含まれる。特に、化学量を検出しようとする場
合には、必然的にある特定の物質を選択的に検出することになるため、あらかじめ検出素
子３１に検出したい物質と選択的に反応する物質を設けておく。例えば、生体物質の検出
を行う場合には、検出素子３１に検出させたい生体物質と選択的に反応する酵素、抗体分
子または微生物細胞等を高分子等に固定化して設けておくことが好ましい。ここでは、セ
ンサ素子９０６として、単結晶シリコンを用いて形成される光センサを用いる。
【００７５】
センサ回路９０９はインピーダンス、リアクタンス、インダクタンス、電圧又は電流の変
化を検出し、アナログ／デジタル変換（Ａ／Ｄ変換）して演算処理回路部９０３に信号を
出力する。
【００７６】
センサ装置９０８で検知した情報は、バス９１０及び演算処理回路部９０３を通して、そ
れぞれ変調回路９１３に出力される。変調回路９１３は、この信号を無線通信可能な信号
に変調して、それぞれアンテナ９０２を介して外部装置に出力する。
【００７７】
また、本実施の形態と実施の形態１を適宜組み合わせることが可能である。
【００７８】
本実施の形態の無線チップは、センサ装置で検出した情報を外部に送信することが可能で
ある。また、センサ装置で検知した情報を信号化し、アンテナを介して該信号をリーダラ
イタに送信することが可能である。このため、機密性を高めることが可能である。また、
センサで検知した情報をメモリ部に記録することが可能であるため、センサ機能を有する
装置の小型化が可能である。
【００７９】
（実施の形態３）
本発明の無線チップの一実施の形態を図３に示す。図３は無線チップの断面図である。
【００８０】
本実施の形態の無線チップは、実施の形態１に示す無線チップに電池を有する無線チップ
である。具体的には、電界効果トランジスタを有するチップ１０１表面に形成される接続
端子１０４ａ～１０４ｃと、配線基板１２１上に形成される接続端子１２５ａ～１２５ｃ
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とがそれぞれ導電層１０２ａ～１０２ｃで接続される。
【００８１】
また、電池１４１が配線基板１２１に実装される。具体的には、電池１４１表面に形成さ
れる接続端子１４２と、配線基板１２１上に形成される接続端子１４３とが導電層１４４
で接続される。
【００８２】
なお、配線基板１２１上に形成される接続端子１２５ａ～１２５ｃと、接続端子１４３と
は、配線基板１２１に形成される配線、ビアーホール、スルーホール等の導電層で接続さ
れる。すなわち、電界効果トランジスタを有するチップ１０１と電池１４１とが接続され
る。具体的には、電界効果トランジスタを有するチップ１０１の電源回路部９０７と電池
１４１とが接続される。
【００８３】
また、パッチアンテナ１０３が配線基板１２１に実装される。具体的には、パッチアンテ
ナ１０３の給電体層１１３と配線基板１２１上に形成される接続端子１２３ａとが、導電
層１２４ａで接続され、パッチアンテナの接地体として機能する導電層１１２と配線基板
上に形成される接続端子１２３ｂとが導電層１２４ｂにより接続される。すなわち、電界
効果トランジスタを有するチップ１０１とパッチアンテナ１０３とが接続される。
【００８４】
電池１４１は、小型であることが好ましく、さらには厚さ０．５ｍｍ以下０．１ｍｍ以上
のシート状であることが望ましい。また電池は、生産容易性から方形が好ましいが、円形
や楕円形、さらには多角形でもよい。また、電池１４１は一次電池でもよく、二次電池で
もよい。電池１４１としては、リチウム電池、好ましくはゲル状電解質を用いるリチウム
ポリマー電池や、ゲル状電解質を用いる有機ラジカル電池や、リチウムイオン電池等を用
いることで、小型化が可能である。
【００８５】
なお、電池１４１が二次電池である場合は、配線基板１２１に、単結晶シリコンやアモル
ファスシリコンを用いた太陽電池や色素増感太陽電池などのように光起電力効果を有する
装置を設けることが好ましい。また、荷重又は運動により生じるエネルギーを圧電効果に
より電気信号に変換する圧電素子を設けても良い。
【００８６】
また、パッチアンテナ１０３と配線基板１２１との接続部分、電界効果トランジスタを有
するチップ１０１と配線基板１２１との接続部分、電池１４１と配線基板との接続部分は
、アンダーフィル１１４～１１６で充填されてもよい。
【００８７】
なお、本実施の形態と実施の形態１を適宜組み合わせることが可能である。また、実施の
形態２に示すようなセンサ装置を有する無線チップに、電池１４１を設けてもよい。
【００８８】
電池１４１を有する無線チップは、自発的にリーダライタへ信号を送信することが可能で
ある。
【実施例１】
【００８９】
本発明の無線チップの用途は広範にわたるが、例えば、乗物類（自転車３９０１（図１１
（Ｂ）参照）、自動車等）、食品類、植物類、衣類、生活用品類（鞄３９００（図１１（
Ａ）参照）等）、電子機器、検査装置、花火玉（図１１（Ｇ）参照）等の物品や、動物類
、人体に、無線チップ２０を設けて使用することができる。電子機器とは、液晶表示装置
、ＥＬ（Ｅｌｅｃｔｒｏ　Ｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ）表示装置、テレビジョン装置（単
にテレビ、テレビ受像機、テレビジョン受像機とも呼ぶ）、携帯電話３９０２（図１１（
Ｃ）参照）、プリンター、カメラ、パーソナルコンピュータ、イヤホン付ゴーグル３９０
３（図１１（Ｄ）参照）、スピーカ装置３９０４（図１１（Ｅ）参照）、ヘッドホン３９
０５（図１１（Ｆ）参照）、ナビゲーション装置、ＥＴＣ（Ｅｌｅｃｔｏｒｏｎｉｃ　Ｔ
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ｏｌｌ　Ｃｏｌｌｅｃｔｉｏｎ：有料道路等の自動料金収受システム）用車載器、電子鍵
等を指す。
【００９０】
本発明の無線チップ２０を鞄３９００、自転車３９０１等に設けることにより、ＧＰＳで
これらの所在を検出することが可能である。この結果、盗難された自転車を見つけ出すこ
とが可能である。また、行方不明者の捜索が容易となる。
【００９１】
また、本発明の無線チップ２０を携帯電話３９０２に実装することにより、情報の送受信
及び通話が可能となる。
【００９２】
また、本発明の無線チップをイヤホン付ゴーグル３９０３、スピーカ装置３９０４やヘッ
ドホン３９０５に実装することにより、オーディオ装置と当該電子機器をコードで接続す
ることなしに、オーディオ装置で再生した音楽を楽しむことが可能である。また、イヤホ
ン付ゴーグル３９０３に無線チップ２０と共に、小型のハードディスク（記憶装置）を設
けてもよい。また、無線チップ２０に中央処理ユニットを有する場合、オーディオ装置で
暗号化した音声信号を、イヤホン付ゴーグル３９０３、ヘッドホン３９０５やスピーカ装
置３９０４で受信、復調、増幅することが可能であるため、秘匿性高く音声を聞くことが
可能である。また、コードレスのため、イヤホン付ゴーグル３９０３やヘッドホン３９０
５の装着が容易となり、スピーカ装置３９０４の設置が容易となる。なお、この場合、イ
ヤホン付ゴーグルやヘッドホン、スピーカ装置は、バッテリーを設けることが好ましい。
【００９３】
また、本発明の無線チップ２０を花火玉３９０６に設けることにより、花火玉の品質管理
を行うことが可能である。具体的には、センサ装置を有する無線チップ２０を、花火玉内
部に充填された割薬や、花火玉の表面の玉皮に設けることにより、センサ装置で検知した
花火玉の湿度、温度等の情報をリーダライタに送信することができる。この結果、花火玉
の品質管理を行うこと共に、湿気った花火玉を打ち上げることを回避することが可能であ
り、不発玉の落下に伴う事故を防止することが可能である。
【００９４】
本発明の無線チップは、プリント基板に実装したり、表面に貼ったり、埋め込んだりして
、物品に固定される。例えば、有機樹脂からなるパッケージなら当該有機樹脂に埋め込ん
だりして、各物品に固定される。また、食品類、植物類、衣類、生活用品類、電子機器等
の物品や、動物類、人体に本発明の無線チップを設けることにより、検品システムや検査
システム等のシステムの効率化を図ることができる。
【００９５】
次に、本発明の無線チップを実装した電子機器の一態様について図面を参照して説明する
。ここで例示する電子機器は携帯電話機であり、筐体２７００、２７０６、パネル２７０
１、ハウジング２７０２、プリント配線基板２７０３、操作ボタン２７０４、バッテリー
２７０５を有する（図１２参照）。パネル２７０１はハウジング２７０２に脱着自在に組
み込まれ、ハウジング２７０２はプリント配線基板２７０３に嵌着される。ハウジング２
７０２はパネル２７０１が組み込まれる電子機器に合わせて、形状や寸法が適宜変更され
る。プリント配線基板２７０３には、パッケージングされた複数の半導体装置や本発明の
無線チップ２７１０が実装されている。
【００９６】
パネル２７０１は、接続フィルム２７０８を介して、プリント配線基板２７０３と接続さ
れる。上記のパネル２７０１、ハウジング２７０２、プリント配線基板２７０３は、操作
ボタン２７０４やバッテリー２７０５と共に、筐体２７００、２７０６の内部に収納され
る。パネル２７０１が含む画素領域２７０９は、筐体２７００に設けられた開口窓から視
認できるように配置されている。
【００９７】
なお、筐体２７００、２７０６は、携帯電話機の外観形状を一例として示したものであり
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、本実施例に係る電子機器は、その機能や用途に応じて様々な態様に変容しうる。
【００９８】
　ここでは、携帯電話機のデータ復調変調回路に代表される高周波回路のブロック図につ
いて、図１４を用いて説明する。
【００９９】
はじめにアンテナで受信した信号をベースバンドユニットへ送り出す工程を説明する。ア
ンテナ３０１に入力された受信信号は、デュプレクサ３０２からローノイズアンプ（ＬＮ
Ａ）３０３に入力され、所定の信号に増幅される。ローノイズアンプ（ＬＮＡ）３０３に
入力された受信信号は、バンドバスフィルタ（ＢＰＦ）３０４を経てミキサー３０５に入
力される。このミキサー３０５には、混成回路３０６からのＲＦ信号が入力され、ＲＦ信
号成分がバンドバスフィルタ（ＢＰＦ）３０７で除去され、復調される。ミキサー３０５
から出力された受信信号は、ＳＡＷフィルター３０８を経てアンプ３０９で増幅されたの
ち、ミキサー３１０に入力される。ミキサー３１０には、局部発信回路３１１から所定の
周波数の局部発信信号が入力され、所望の周波数に変換され、アンプ３１２で所定のレベ
ルに増幅された後、ベースバンドユニット３１３に送り出す。なお、アンテナ３０１、デ
ュプレクサ３０２、及びローパスフィルタ３２８をアンテナフロントエンドモジュール３
３１と示す。
【０１００】
次に、ベースバンドユニットから送出された信号をアンテナで送信する工程について説明
する。ベースバンドユニット３１３から送出された送信信号は、ミキサー３２１により混
成回路３０６からのＲＦ信号と混合される。この混成回路３０６には、電圧制御発信回路
（ＶＣＯ）３２２が接続されており、所定の周波数のＲＦ信号が供給されるようになって
いる。
【０１０１】
ミキサー３２１によりＲＦ変調が行われた送信信号は、バンドパスフィルタ（ＢＰＦ）３
２３を経て、パワーアンプ（ＰＡ）３２４により増幅される。このパワーアンプ（ＰＡ）
３２４の出力の一部は、カプラ３２５から取り出され、減衰器（ＡＰＣ）３２６で所定の
レベルに調整された後、再びパワーアンプ（ＰＡ）３２４に入力され、パワーアンプ（Ｐ
Ａ）３２４の利得が一定になるように調整される。カプラ３２５から送出された送信信号
は、逆流防止用のアイソレータ３２７、ローパスフィルタ（ＬＰＦ）３２８、を経て、デ
ュプレクサ３０２に入力され、これと接続されているアンテナ３０１から送信される。な
お、減衰器（ＡＰＣ）３２６、パワーアンプ（ＰＡ）３２４、カプラ３２５、及びアイソ
レータ３２７をアイソレータパワーアンプモジュール３３２と示す。
【０１０２】
本発明の無線チップは、上記復調変調回路に代表される高周波回路及びアンテナを有する
ため、部品の数を低減することが可能である。配線基板に実装される部品の数を低減する
ことが可能であるため、配線基板の面積を縮小することが可能である。この結果、携帯電
話を小型化することが可能である。
【０１０３】
次に、検出した生体の機能データを無線で送信することが可能な検査装置の例について、
図１３を用いて説明する。図１３（Ａ）に示す検査装置３９５０は、保護層がコーティン
グされたカプセル３９５２内に本発明の無線チップ３９５１が設けられている。カプセル
３９５２と無線チップ３９５１の間には、充填剤３９５３が満たされていてもよい。
【０１０４】
図１３（Ｂ）に示す検査装置３９５５は、保護層がコーティングされたカプセル３９５２
内に本発明の無線チップ３９５１が設けられている。また、無線チップの電極３９５６が
カプセル３９５２の外側に露出している。カプセル３９５２と無線チップ３９５１の間に
は、充填剤３９５３が満たされていてもよい。
【０１０５】
検査装置３９５０、３９５５の無線チップ３９５１は、実施の形態２又は３に示すような
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、センサ装置を有する無線チップである。センサ装置において、物理量や化学量を測定し
て生体の機能データを検出する。また、なお、検出した結果を信号変換して、リーダライ
タへ送信することが可能である。物理量とは、圧力、光、音波等を検出する場合、図１３
（Ａ）に示すような、電極がカプセル３９５２の外部に露出してない検査装置３９５０を
用いることができる。また、温度、流量、磁気、加速度、湿度、ガス等の気体成分やイオ
ン等の液体に含まれる成分等の化学物質等を検出する場合、図１３（Ｂ）に示すような、
電極３９５６がカプセル３９５２の外部に露出している検査装置３９５５を用いることが
好ましい。
【０１０６】
なお、検査装置が体内を撮像する装置である場合、検査装置にＬＥＤ（Ｌｉｇｈｔ　Ｅｍ
ｉｔｔｉｎｇ　Ｄｉｏｄｅ）、ＥＬ等の発光装置を設けてもよい。この結果、体内を撮像
することが可能である。
【０１０７】
カプセルの表面に設けられた保護層は、ダイヤモンドライクカーボン（ＤＬＣ）、窒化珪
素、酸化珪素、窒化珪素、酸窒化珪素、又は窒化炭素を含んでいることが好ましい。カプ
セルや充填材は公知のものを適宜用いる。カプセルに保護層を設けることで、体内でカプ
セルや無線チップが溶解、変性することを防止することが可能である。
【０１０８】
なお、検査装置から検出結果のデータをリーダライタに自発的に送信するためには、セン
サ装置に、実施の形態３で示すような電池を有する無線チップを用いてもよい。
【０１０９】
次に、検査装置の使用方法について説明する。図１３（Ｃ）に示すように、被験者３９６
２が検査装置３９５０又は３９５５を嚥下し、体内腔３９６３を移動させる。無線チップ
のセンサ装置が検出した結果を、被験者の近傍に設置されたリーダライタ３９６１に送信
する。リーダライタでは、この結果を受信する。この結果、無線チップを回収せずとも、
その場で被験者の生体の機能データを検知することが可能である。また、体内腔及び消化
器の様子を撮像することが可能である。
【０１１０】
また、図１３（Ｄ）に示すように、被験者３９６２の体内に検査装置３９５０又は３９５
５を埋め込むことで、無線チップのセンサ装置が検出した結果を、被験者の近傍に設置さ
れたリーダライタ３９６４に送信する。この場合、被験者の測定対象部に電極３９５６が
接するように検査装置３９５５体内に埋め込む。リーダライタでは、この結果を受信する
。この受信結果を、生体情報管理コンピュータで記録し、処理することで、被験者の生体
情報を管理することが可能である。なお、リーダライタ３９６４をベッド３９６０に設け
ることで、身体機能が不全で、移動が困難な被験者の生体情報を常時検出することが可能
であり、被験者の病状、健康状態管理することが可能である。
【０１１１】
本実施例は上記実施の形態のいずれかと適宜組み合わせることが可能である。
【実施例２】
【０１１２】
本実施例では、センサ装置を有する無線チップにおいて、センサ装置による検知方法及び
その検知情報の送受信方法について、図８乃至図１０を用いて説明する。
【０１１３】
図８（Ａ）は周囲の明るさ、若しくは光照射の有無を検知するセンサ装置の一例を示して
いる。センサ装置９０８は、センサ素子９０６及びセンサ回路９０９を有する。センサ素
子９０６は、フォトダイオード、フォトトランジスタなどで形成されている。センサ回路
９０９は、センサ駆動回路９５２、検出回路１５３及びＡ／Ｄ変換回路９５４を含んでい
る。
【０１１４】
　図８（Ｂ）は検出回路９５３を説明する回路図である。リセット用ＴＦＴ９５５を導通
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状態にするとセンサ素子９０６には逆バイアス電圧が印加される。ここで、センサ素子９
０６のマイナス側端子の電位が電源電圧の電位まで充電される動作を「リセット」と呼ぶ
。その後、リセット用ＴＦＴ９５５を非導通状態にする。そのとき、センサ素子９０６の
起電力により、時間が経過するに従い電位状態が変化する。すなわち、電源電圧の電位ま
で充電されていたセンサ素子９０６のマイナス側端子の電位が、光電変換によって発生し
た電荷によって除々に低下する。ある一定時間を経過した後、バイアス用ＴＦＴ９５７を
導通状態とすると、増幅用ＴＦＴ９５６を通って出力側に信号が出力される。この場合、
増幅用ＴＦＴ９５６とバイアス用ＴＦＴ９５７は所謂ソースフォロワ回路として動作する
。図８（Ｂ）ではソースフォロワ回路をｎチャネル型ＴＦＴで形成した例で示されている
が、勿論、ｐチャネル型ＴＦＴでも形成することができる。増幅側電源線９５８には電源
電圧Ｖｄｄが加えられている。バイアス側電源線９５９は基準電位０ボルトが与えられて
いる。増幅用ＴＦＴ９５６のドレイン側端子は増幅側電源線に接続され、ソース側端子は
バイアス用ＴＦＴ９５７のドレイン端子に接続されている。バイアス用ＴＦＴ９５７のソ
ース側端子はバイアス側電源線９５９に接続されている。バイアス用ＴＦＴ９５７のゲー
ト端子にはバイアス電圧Ｖｂが印加され、このＴＦＴにはバイアス電流Ｉｂが流れる。バ
イアス用ＴＦＴ９５７は基本的には定電流源として動作する。増幅用ＴＦＴ９５６のゲー
ト端子には入力電圧Ｖｉｎが加えられ、ソース端子が出力端子となる。このソースフォロ
ワ回路の入出力関係は、Ｖｏｕｔ＝Ｖｉｎ－Ｖｂとなる。この出力電圧ＶｏｕｔはＡ／Ｄ
変換回路９５４によりデジタル信号に変換する。デジタル信号は演算処理回路部９０３に
出力する。
【０１１５】
　図９はデータ管理装置４０１とセンサ装置９０８を有する無線チップ９００との動作を
説明するフローチャートである。データ管理装置４０１は、センサ装置起動信号、データ
読み出し信号、データ書き込み信号などの制御信号を送信する。その制御信号を無線チッ
プ９００が受信する。無線チップ９００は、演算処理回路で制御信号を識別する。そして
、センサ素子９０６を動作させてデータの測定及び記録を行う動作、メモリ部に記録され
ているデータを読み出す動作、メモリ部にデータを書き込む動作の中からどの動作を行う
か判定する。データの測定及び記録を行う動作は、センサ回路９０９を動作させ、センサ
素子９０６の信号を読み取り、センサ回路９０９を介して二値化を行い、メモリ部に記録
させる作業を行う。データを書き込む動作では、データ管理装置４０１から送信されたデ
ータをメモリ部９０４に書き込みを行う。メモリ部に記録されているデータを読み出す動
作では、メモリ部９０４のデータを読み出し、それをデータ管理装置４０１に送信する動
作を行う。回路の動作に必要な電力は、信号の送信と同時に、若しくは随時生成ものとす
る。
【０１１６】
　次に、無線チップのセンサ装置９０８で検知した情報を、データ管理装置４０１のリー
ダライタと送受信するシステムについて、図１０を用いて説明する。図１０は、本発明の
無線チップ９００と、無線チップ９００の情報の送受信を行うリーダライタ９２０の一例
を示す。リーダライタ９２０は、アンテナ９２１と、発信器９２３、復調回路９２４、変
調回路９２５を備えた通信回路部９２２を備えている。その他に演算処理回路部９２６、
外部インターフェース部９２７を備える。制御信号を暗号化して送受信するには、暗号化
／復合化回路部９２８とメモリ部９２９を備えておけば良い。電源回路部９３０は各回路
に電力を供給するものであり、外部電源９３１から供給された電力を各回路へ供給する。
【０１１７】
　無線チップ９００のセンサ装置９０８で検知した情報は、演算処理回路部９０３で処理
した後、メモリ部９０４に保持される。リーダライタ９２０の変調回路９２５を介して電
波として送られてきた信号９４２は、無線チップ９００のアンテナ９０２において、電磁
誘導により交流の電気信号に変換される。通信回路部９０５の復調回路９１２では、該交
流の電気信号を復調し、後段の演算処理回路部９０３に送信する。演算処理回路部９０３
では、入力された信号に従ってメモリ部９０４に保持されているセンサ装置が検知した情
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報を呼び出す。そして、演算処理回路部９０３から変調回路９１３に信号を送り、変調回
路９１３で交流の電気信号に変調される。そして、該交流の電気信号９４１をアンテナ９
０２を介して、リーダライタ９２０のアンテナ９２１に送信する。
【０１１８】
　リーダライタ９２０のアンテナ９２１で受信した交流の電気信号９４１を、通信回路部
９２２の復調回路９２４で復調し、後段の演算処理回路部９２６、外部インターフェース
部９２７に送信する。そして外部インターフェース部９２７に接続されるディスプレイ、
コンピュータなどのデータ管理装置４０１で、センサ装置が検知した情報を表示する。
【実施例３】
【０１１９】
本実施例では、温室及び栽培植物の管理システムについて、図１５を用いて説明する。
【０１２０】
図１５に示す温室及び栽培植物の管理システムは、温室６０１～６０３それぞれに、無線
チップ６０５～６０７を備える。無線チップ６０５～６０７は、電池及びセンサ装置を有
する。また、センサ装置は、温度、湿度、照度等を検知するセンサ装置を用いる。
【０１２１】
無線チップのセンサ装置で、温室６０１～６０３の温度、湿度、照度等の情報を測定し、
測定結果をリーダライタ６０８に送信する。本実施例の無線チップは、電池を有するため
送信距離を長く設定することが可能であるため、リーダライタを温室ごとに設ける必要が
なく、リーダライタの数を削減することが可能である。
【０１２２】
リーダライタ６０８は、インターフェース６１１と接続されており、リーダライタ６０８
で受信した温室の温度、湿度、照度等の情報は、インターフェース６１１を介して生産者
の家、管理センター等のデータベース６１２に送信される。温度、湿度、照度等の情報は
、データベースに蓄積されると共に、生産者の家、管理センター等に備えられた端末６１
３に表示される。
【０１２３】
なお、インターフェース６１１は、無線チップ６０５～６０７のセンサ装置で検知した情
報を外部に送信する情報送受信手段であり、インターネットや電話回線等を用いることが
できる。
【０１２４】
本発明の無線チップを温室に設けることにより、遠隔で温室の温度、湿度、照度等の情報
を、リアルタイムで把握することが可能であると共に、詳細な栽培記録を行うことが可能
である。
【０１２５】
本実施例と上記実施の形態のいずれかを適宜組み合わせることが可能である。
【図面の簡単な説明】
【０１２６】
【図１】本発明に係る無線チップを説明する断面図である。
【図２】本発明に係る無線チップを説明する断面図である。
【図３】本発明に係る無線チップを説明する断面図である。
【図４】本発明に係る電界効果トランジスタ効果を有するチップを説明する断面図である
。
【図５】本発明に適応可能なパッチアンテナを説明する斜視図である。
【図６】本発明に係る無線チップを説明する図である。
【図７】本発明に係る無線チップを説明する図である。
【図８】本発明に係る無線チップを説明する図である。
【図９】本発明に係る無線チップの動作方法を説明する図である。
【図１０】本発明に係る無線チップ及びリーダライタの送受信方法を説明する図である。
【図１１】本発明の無線チップの応用例を説明する図である。
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【図１２】本発明の無線チップの応用例を説明する展開図である。
【図１３】本発明の無線チップの応用例を説明する図である。
【図１４】本発明に適応可能な高周波回路を説明する図である。
【図１５】本発明の無線チップの応用例を説明する図である。
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